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　明治政府は、地租改正事業開始 2年後、漁業制度の変革（明治 8年 2月の太政官布告第






による明治 9年「漁業場区」台帳の作成・管理で、もう 1つは明治 9年から 11年にかけ
て起こった島根県邇摩郡静間村和江浦における新旧の「漁業場区」紛争である。前者は明



















　昭和 24年（1949）10月から昭和 30年 3月にかけて水産庁は「漁業制度資料調査保存事業」の
調査を財団法人日本常民文化研究所に委託した。この時、47都道府県中 37都道府県で漁業制度史
料が調査収集され、現在、筆写原稿（以下、筆写稿本と称す）約 30万枚が残されている（ 1）。　同史
料は全体で 663件、うち件数の多い都道府県は、和歌山県 102件、石川県 84件、長崎県 64件、





家文書（93枚）、No. 499鷦鷯義夫家文書（768枚）、No. 500島根県庁文書（2458枚）、No. 501美
保関町役場文書（423枚）、No. 502売布神社文書（451 枚）、No. 503八束村役場文書（42枚）、浜
田市域が No. 504池上但馬家文書（165枚）、No. 505桑原赳夫家文書（1314枚）、No. 506鈴木芳
郎家文書（1404枚）、No. 507谷田重矩家文書（609枚）、No. 508唐鐘漁業協同組合文書（48枚）、
No. 509福浦漁業協同組合文書（49枚）、出雲市域が No. 510和泉林市郎家文書（61枚）、No. 512
小津漁業協同組合文書（304枚）、No. 511古津浦文書（124枚）、No. 514古津浦文書（名称欠、98
枚）、No. 513下古志某家文書（43枚）、No. 515山本家文書（51枚）の 18件（資料群）からなる（ 3）。
文書分類別では県庁・町村役場公文書 3件、漁協団体文書 3件、神社文書 1件、私家文書 9件、





　明治政府は、明治 8年（1875）2月の雑税廃止（太政官布告第 23号）、同年 12月の海面官有宣言




































































































から明治漁業法公布翌年の明治 35年までの計 60点（整理番号群 1⊖1494～1553）からなる。その後
は標題が「漁業免許」に変わり、明治 36年から現行漁業法公布の昭和 24年（1949）までの計 73
点（整理番号群 1⊖1554～1625）が現存している。また、「漁業組合」は作成年代が明治 20年から昭
和 18年までの計 75点（整理番号群 1⊖1627～1701）で、「水産業組合他」は作成年代が明治 18年
から昭和 23年までの計 14点（整理番号群 1⊖1702～1715）である。なお、これら合計 222点、と
くに「漁業場区」60点のなかから明治 6年～明治 10年の「漁業場区」5点を選択し、島根県の漁
業制度筆写稿本史料とした理由は不明である。



































る。参考までに第 3大区邇摩郡小 4区静間村の和江浦の例を表 1に挙げておく。
　
表１　第三大区邇摩郡小四区　静間村ノ内和江浦「漁業場区」一覧 a
字 期節 漁名 方位距離 反別
長
横　間数 網数 拝借人名





同上 4月ヨリ7月マテ 大敷 戌ノ正中ニ向ヒ 4町 7反 10 歩
南北 170 間
東西 83 間 1 ヶ所 村松與十郎
芦山操 4月ヨリ7月マテ 同上 戌ノ弐分ニ向 4町 7反 10 歩
南北 170 間
東西 83 間 1 ヶ所 中島惣一郎
東山 鰍網 戌ニ向ヒ 5町 2反 5畝歩 長 4,500 間幅 3間半 1ヶ所 中島惣一郎他 2名
中山 同上 戌ニ向ヒ 5町 2反 5畝歩 同上 1ヶ所 右同人他 2名
















字 期　節 漁名 方　位距　離 反　別
縦
横　間数 年期 拝借人名





仝 4月ヨリ7月マテ 大敷 戌ノ正中ニ向ヒ 4町 7反 10 歩
170 間　
83 間 仝 村松與十郎
芦山操 仝 仝 戌ノ弐分 4町 7反 10 歩 170 間83 間 仝 中島惣一郎
東山 鰍網 戌ノ向ヒ 5町 2反 5畝歩 4,500 間3 間半 仝
中島惣一郎
他 2名
中山 仝 仝 5町 2反 5畝歩 仝　　　　　仝 仝 中島惣一郎












鰯網 3反 2畝 4歩 7厘 定秀為三郎翌 4月マテ





4反 4畝 3歩 鷦鷯伊左衛門翌 4月マテ
仝 仝 仝 8町 9反 8畝 24 歩

















































郡名 漁猟名 借区村浦数 箇所 合計借区面積（反）
島根
大敷網漁  8 ヶ浦 14 ヶ所 42.3
鰯網漁 15 ヶ浦 46 ヶ所 85.1
鰤網漁  1 ヶ浦  1 ヶ所 3.0
魬網漁  1 ヶ浦  1 ヶ所 0.1
赤貝活シ場  6 ヶ村  7 ヶ所 238.0
浮網漁 12 ヶ町村 42 ヶ所 207.3
張待網漁  1 ヶ村  1 ヶ所 1.3
芝手網漁  3 ヶ村  6 ヶ所 4.5
越中網漁  2 ヶ町  1 ヶ所 1.7
放魚捕  1 ヶ村  1 ヶ所 2.5
張切網漁  3 ヶ村  3 ヶ所 0.9
餌取網漁  1 ヶ町  1 ヶ所 ―
邇摩
大敷網漁 5ヶ村 1ヶ浦 15 ヶ所 207.8
鰯網漁 6ヶ村 1ヶ浦 13 ヶ所 121.1
鰤網漁  2 ヶ村  2 ヶ所 2.3
鰍網  1 ヶ浦  3 ヶ所 15.8




西暦 明治 全　　　　国 府　　　　県
1872 年 5 年 3 月「鉱山心得」公布（太政官布告第 100 号）
1873 年 6 年 7 月「地租改正条例」公布（太政官布告第 272 号）7月「日本坑法」制定（「鉱山借区制」）
11 月「宍道湖水内漁業制限」布達
（島根県布達第 534 号）
1874 年 7 年 11 月「河海湖沼を第三種官有地」規定（太政官布告第 120 号） 6月滋賀県「湖川諸魚猟藻草取規則并税則」施行
1875 年 8 年
2 月「雑税の廃止」（太政官布告第 23 号）　　　　　










1878 年 11 年 1 月邇摩郡和江浦「漁業場区」決着
1879 年 12 年 2 月「水産慣例取調上申」（「水産営業勘査之儀伺」織田完之→内務卿） 7月島根県「漁業税採藻税課額並徴収規則」施行










件である。明治 6年 11月 30日付の文書「大敷網漁業願」が最も古く、これは畑人別惣代から県






















































































A B C 成立年代年月日 文書題 備考：差出人→差出先
（ 1） 31 4 明治 9年 3月 12 日 「第 58 号漁業場区取調順序」 浜田県令→
（ 2） 32 4 明治 9年 3月 12 日 「第 59 号」 浜田県令→区戸長




（ 4） 10 4 明治 10 年 2 月 5 日 「丙 31 号」（浜田県 58、59 号取消し、旧慣尊重） （長官）→（村浦）
（ 5） 1 3
（明治 10 年）5月 23 日 「記　一海面捕魚之義ニ付願」2冊 石見国第三大区役所→島根県受付懸
（明治 10 年）5月 23 日 「静間村之内和江浦」 人民惣代人　林甚三郎外壱人
明治 10 年 6 月 5 日 「捕魚場区魚網稼方・・・御願」
魚網旧稼人　月森嘉助、同浦人民惣代　
林甚三郎・中村柳右衛門、小組惣代 7
名、大組惣代 1名、戸長 1名、区長 1名
→島根県令






（ 7） 30 4 明治 10 年 9 月 10 日 「漁場場区処分方伺」 長官→内務卿代理








　史料（ 3）は、明治 9年 12月 26日付で静間村の和江浦と魚津浦の旧稼人 2人が小組・大組惣
代・正副戸長・正副区長の署名・連印をもって和江浦沖 2ヶ所の大敷網漁場を 1ヶ所ずつの拝借











































































































































































　史料（ 8）は明治 11年 1月 22日付で「石見国邇摩郡和江浦漁業場区争論一件」の決着を示し
た長官（島根県令）署名の文書である。「邇摩郡静間村ノ内和江浦漁業場区之儀ニ付浦内人民争論
一件詮義之次第有之従来漁場悉皆一応引揚ケ」た上、鰯網場 10ヶ所のうち 7ヶ所は浦請、3ヶ所
は旧稼人（ 3名）、大敷網場 2ヶ所は旧稼人各 1名ずつ、鰍網場 3ヶ所のうち、2ヶ所は旧稼人 3
名の共有、1ヶ所は浦請となった（16）。すなわち、旧網稼人中心の旧慣体制（鰯網 1、大敷網 2、鰍
網 2）から旧網稼人 6名には 7ヶ所の漁業場区（鰯網 3、大敷網 2、鰍網 2）が、そして新規の浦





































　明治政府は、地租改正事業開始 2年後の明治 8年から同 9年にかけて漁業制度の変革に着手し
た。すなわち、それは明治 8年 2月の太政官布告第 23号「雑税の廃止」、同年 12月の太政官布告

















間で行われた。そして最終的な決着は、旧網稼人中心の旧慣体制（鰯網 1、大敷網 2、鰍網 2）か



































（ 9）全国的には明治 7年 11月布告第 120号で「河海湖沼」を第三種、官有地と規定。
（10）「先進地域および一般地域における漁場制度の再編」の事例のなかでの島根県の歴史的な位置付け方について
は、二野瓶の近世「総百姓共有漁場説」と同様に問題がある。詳細は拙稿「史学・経済史学の研究動向」『年報
　村落社会研究』第 35集（農山漁村文化協会、平成 11年）参照のこと。 
（11）島根県庁文書 5件の収集情報は、「所在地　島根県松江市、所有者　島根県庁、採訪　昭和 25年 11月　速水
融、筆写　昭和 26年 6月　石川松衛」と記されている。









（14）佐藤信寛は浜田県令として明治 4年 11月～明治 9年 4月の在任後、明治 9年 4月に浜田県（廃止）を統合
した島根県県令として明治 9年 5月～明治 10年 7月の期間に在任した（田村清三郎『明治初年の県政』今井書
店、昭和 41年）。
（15）水産業協同組合制度史編纂委員会編『水産業協同組合制度史　第 4巻』（水産庁、昭和 46年）所収の「海面
拝借願之義ニ付伺」は明治 9年 6月 18日付で石見国第 3大区第 5小区戸長等から島根県令宛てに「浜田県第 58
号」についての問い合わせとその回答が付されているが、そのなかで「手繰網或ハ一本釣等ヲ業トスル者ノ如キ
ハ場区未定風波ノ都合ニ依リ随意ニ海面ヲ漂流シ営業致候」（pp. 37⊖38）漁業は、「其儘ニ差置」、すなわち、
「場区」漁業の対象外とされた。
（16）明治 14年第 2回内国勧業博覧会が東京で開催され、島根県勧業課から「島根県管内漁具類集図」が出品され
ている。その写しが東京国立博物館所蔵の「島根県下漁具図説」で、草稿本と見られるのが島根大学附属図書館
所蔵の「出雲　石見　魚漁図解」「因伯　魚漁図解」である。詳細は拙著『山陰の魚漁図解』（今井出版、平成
23年）所収の「博覧会時代の『漁業図解』」参照のこと。なお、両資料から邇摩安濃両郡の大敷網と鰯網、近隣
の石見那賀郡の鰍網を参考までに下記に挙げておく。
38　
史料翻刻の凡例
（ 1）史料を読みやすくするために、適宜、句読点、並列点を付した。
（ 2）誤字、また文意不詳のものには（ママ）と傍注を付した。
（ 3）字体はつぎのとおりとした。常用漢字のあるものはこれに改め、常用漢字表にないものは原本の字体を用い
た。また異体字・俗字等は現在使用の漢字・かなに改めた。
（ 4）底本にあるルビはそのまま残した。
（ 5）原本に抹消・訂正があり、訂正部分を本文とした。
（ 6）朱書・後筆・付箋などについては、その部分を〔　〕で囲み、右肩に（朱書）などと注記した。
邇摩安濃両郡の大敷網
器名　　　　大敷網
器具ノ製　　本国ハ北海ヲ受ケ馬駮魚青花魚トモ多クハ西ヨリ北ニ通スルヲ以
テ、訪（側縄） 図中口印及ヒノ外更ニ魚場ヨリ散セサル為メ、訪（仮
綱図中口印及ヒニ個ノ袖網
図中ハニ
印ノ如クヲ設ケ、之ニ竹ヲ束ネタル浮標ヲ
付シ、図中壱番ヨリ三番マテハ皆藁縄ヲ以テ製シ第四番ハ麻糸ニ
テ編ミ柿渋ヲ以テ染メ用ユ。又四番網ニ嚢網ト唱フル綟網ヲ付
ス、則チ魚ヲ獲ル所ナリ又側縄ノ中央ニ方言台ト唱フル目標ヲ樹
ツ。
使用法　　　漁船四艘漁夫十二人乗リ側縄ノ左右各二艘宛配置シ、魚ノ集ルヲ
見テ徐々ニ台ノ方ニ漕寄ルナリ又暗夜ニハ焚入船ト唱ヘ側縄ヲ距
ル凡十町ノ沖ニテ篝ヲ焚キ、之レニ魚ノ集ルヲ窺ヒ、漸次壱艘
ツゝ側縄ノ外ニ漕出セハ魚ハ悉ク網中ニ止ル。
地名及地形　邇摩安濃両郡各浦ニ於テ陸地ヨリ大約五十町外ノ沖ニ設リ
季節　　　　毎年四月上旬ヨリ七月下旬マテノ間夜中ヲ限ル
漁獲名称　　馬
サ ハ ラ
駮魚　青
サ バ
花魚
邇摩安濃両郡の鰯網
器　名　　　鰮網
器具ノ製　　網ノ全長ハ百四、五十尋ニシテ其両縁ニ棕縄ヲ着ケ、〔
（朱書）
上方ニ
ハ〕（アバ）ト称スル浮子ヲ結ヒ、下方〔
（朱書）
ニハ〕（イハ）ト唱フ
ル陶製ノ鎮子ヲ繫キ、中央ニ嚢ト称スル綟製ノ長十二尋巾四尋位
ノ嚢網ヲ連結ス、此ハ魚ノ網中ニ入リシ者ヲ集ムル所ナリ、而シ
テ曳網藁縄ニテ製シ、長サ廿尋ヲ壱番ト云フ、之ヲ網ノ左右ニ付
ケ双方ヨリ曳キ揚ルナリ、其地ノ遠近ニヨリ〔
（朱書）
番数ニ〕増減アリ。
使用法　　　鰮ノ地方ニ群集スルヲ視テ、漁夫七、八人小船ニ乗リ、網ヲ以テ
其周囲ヲ繞ラシ、両端〔
（朱書）
ノ曳網ヲ把リ徐々ニ陸地ニ引上ルナ
リ〕、其漁獲ノ鰮ハ砂浜ニテ日乾〔
（朱書）
シ〕量目四目〔
（朱書）
貫目ヲ表
（ママ）
ニ入
レ販売ス、方言之ヲ干
干シカ
鰮ト云フ〕又漁獲ノ日雨天ナレハ之ヲ桶ニ
入レ腐販
（ママ）
　セシメ肥料〔
（朱書）
ニ符ス之ヲ〕腐
クサラカシ
鰮ト云フ。
地名及地形　石見国邇摩・安濃両郡各浦ニ於テ漁ス、地形及ヒ漁場ノ遠近一定
セスト雖モ凡ソ陸地ヨリ距離十一・二町以内トス。
期　節　　　漁期定ナシト雖モ二月ヨリ七月マテヲ良期トス。
漁獲名称　　温
（ママ）イワシ
魚
東京国立博物館所蔵
図 1　「島根県下漁具図説」
島根大学附属図書館所蔵
図 2　「出雲　石見　魚漁図解　壱」
　明治初期の漁業制度変革
　39
石見那賀郡の鰍網
器　名　　　鰍網
器具ノ製　　網ハ總テ麻糸ヲ以テ編製シ、両縁ノ網ハ棕縄ヲ用ヒ、浮子ハ桐木
ニシテ、鎮子ハ小石ヲ用ユ。
使用法　　　海岸ヲ距ル凡ソ三里乃至十里ノ海中へ予テ竹ヲ束ネタル浮子ヲ泛
へ、其陰ニ集マリタル鰍ヲ漁スルモノナリ、其手続ハ先ツ漁船三
艘ヲ浮へ、予テ設ケ置キタル浮子ノ近傍ヘ漕キ寄セ、図ノ如ク網
ヲ投シ、三艘ノ漁船ハ網ノ左右ヲ持チ別ニ一艘ノ舟ニテ鰍ノ死シ
タルモノヲ糸ニ繋キ海中ニ投シ、浮子ノ方ヨリ網ノ方ニ向ヒ漕キ
行ケハ、其屯集シタル鰍ハ悉ク隨従シテ網中ニ這入ルナリ、此時
二艘ノ船ハ網ノ口ヲ閉チ、漸次船中ニ操揚ルニ隨ヒ鰍ハ袋網《方
言　ミリコ》ニ集ル、多〔
（朱書）
漁〕ノ時ハ一挙二百尾ヲ獲ル。
地名及地形　那賀郡津摩村・和木村・浜田浦沖深サ七尋以上ノ所ニテ漁獲ス。
期　節　　　夏秋白昼其業ヲ営厶。
漁獲名称　　〔
（朱書）
鰍　イナダ〕
（17）宍道湖漁政については拙稿注 7参照のこと。また、琵琶湖漁政については注 5参照のこと。何れにしても明
治初年から 10年代にかけての府県漁政に関する研究は今後の課題である。
図 3　「出雲　石見　魚漁図解　壱」
島根大学附属図書館所蔵
